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株主の皆さまへ 
 
 株主の皆さまには益々ご清栄のこととお慶び申しあ
げます。 
 さて、平成17年６月30日をもちまして第68期の中間
決算を行いましたので、ご報告申しあげます。 
 なお、第68期報告書より連結主体での記載へ変更を
予定しておりますので、当中間報告書においても、連
結主体でのご説明とさせていただいております。 
 
平成17年９月 
 

取締役社長 太 田  孝 

 

 

 

中間営業の概況 (平成17年１月１日から平成17年６月30日まで) 
 
(概 況) 

 当上半期の旅行業界は、海外旅行者数がゴールデンウィー

クの日並びの良さなどもあり順調に回復したものの、国内旅

行は微増にとどまり、本格的な回復には至らない企業環境の

うちに推移しました。 

 当社におきましては、開催中の「2005年日本国際博覧会 

(愛知万博)」の入場券および関連旅行の販売に全社を挙げて

取り組み、所期の成果を上げております。また、創立50周年

を迎え、｢カタチにします。ときめき・キラメキ・おもてな

し」をキーワードに掲げ、記念事業として「美しい日本の

『歩きたくなるみち』500選」(日本ウオーキング協会主管､ 

国土交通省後援）にちなんだ観光振興支援事業を展開いたし

ました。そして自治体に観光客誘致コンテストへの参加を呼

びかけ、多数の応募の中から「みなと横浜とっておきスポッ

ト（渚と街）を巡るみち」等を「地域ブランディング大賞」

に選定いたしました。また、｢日本・イタリア交流の翼｣ ｢ま

つりインハワイ」｢沖縄ストリートスタイルフェスティバ

ル」を周年記念イベントとして実施いたしました。 

 組織面では、当社グループの中長期の中国戦略の立案を行

うため中国事業開発部を新設いたしました。 

 営業面では、同業他社との協業体制の構築および異業種と

のアライアンスによる新ビジネスの創出を目指すプラットフ

ォーム戦略の一環として、株式会社読売旅行、株式会社南海

国際旅行等との販売提携を行ったほか、インターネットによ

る宿泊予約システム「楽宿」や携帯電話を活用した新システ

ム「カシャ旅予約」を開始するなど、Ｅビジネス分野にも積

極的に取り組みました。また、｢日本再発見」キャンペーン

を継続実施するなど国内旅行の販売強化に努めました。 

 なお、平成17年４月１日付の改正旅行業法施行に伴い、同

日付で当社旅行業約款を改正いたしました。 
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 当社グループにおきましては、量販店への軽装備店舗の新

設等により店舗網の拡充を推し進めました。国際航空券販売

においては、中部国際空港の開港に備え営業強化を図った結

果、中部地区の業績が順調に伸長いたしました。なお、拡大

する中国市場に対応するため北京に当社全額出資の独資旅行

社設立の申請をしておりましたが、７月に中国国家旅游局か

ら設立同意書を取得いたしました。 

 

 これらの結果、グループ全体の業績は、次のとおりとなり

ました。 
 
 業   績 前年同期比 

営 業 収 益 37,389
百万円
13.0％減（3.0％減)

営 業 利 益 △1,343 ― 

経 常 利 益 △1,112 ― 

中 間 純 利 益 △1,616 ― 
 
(注) 前年同期比の（ ）内は、平成16年１月から４月までの
クラブツーリズム事業部門の実績を差し引いた数値との
比較であります。 
クラブツーリズム事業部門の実績を差し引いた数値との
比較において、前年同期に比べ、営業利益で16億56百万
円、経常利益で21億73百万円改善しております。なお､ 
中間純利益はクラブツーリズム事業部門の営業譲渡によ
る特別利益の発生した前年同期に比べ、74億12百万円減
少しております。 

 

 なお、当社の業績は、次のとおりであります。 
 
 業   績 前年同期比 

営 業 収 益 30,744
百万円
9.5％減（4.2％増)

営 業 利 益 △1,883 ― 

経 常 利 益 △1,611 ― 

中 間 純 利 益 △2,392 ― 
 
(注) 前年同期比の（ ）内は、平成16年１月から４月までの
クラブツーリズム事業部門の実績を差し引いた数値との
比較であります。 
クラブツーリズム事業部門の実績を差し引いた数値との
比較において、前年同期に比べ、営業利益で14億38百万
円、経常利益で13億90百万円改善しております。なお､ 
中間純利益はクラブツーリズム事業部門の営業譲渡によ
る特別利益の発生した前年同期に比べ、80億20百万円減
少しております。 
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(事業別) 

 グループ全体の事業別の営業概況は次のとおりであります。 

(1) 旅行業部門 

 当社を中心とした旅行業部門の営業の概況は次のとおり

であります。 

① 国内旅行部門 

 個人旅行につきましては、メイトは、愛知万博関連商

品、創立50周年記念企画を中心に販売拡大に努めました｡ 

愛知万博関連商品のほか、沖縄、東京、北海道方面の商

品は好調に推移しましたが、宿泊企画商品および関西方

面の商品は低調に推移しました。その他の個人旅行は､ 

｢泊マッテハッピーキャンペーン」の実施により宿泊券

の販売拡大に努めました。団体旅行につきましては、一

般団体は愛知万博関連旅行の販売に取り組んだ結果、前

年同期を若干上まわりました。学生団体は取扱校数の拡

大や校外学習の販売に努めましたが、生徒数の減少によ

り前年同期を下まわりました。 

② 海外旅行部門 

 個人旅行につきましては、ホリデイは、１ブランド３

カテゴリーのブランド戦略のもと商品コンセプトの統一

を具体化し、東名阪を中心に共同パンフレットを制作し

ました。また、シニア層に向けた商品企画をより強化し

ました。｢熟年海外特選旅行」を、その戦略商品と位置

づけ、日本旅行医学会と提携した旅行用健康診断書 ｢安

全カルテ」を無料配付するなど、他社と差別化を図った

商品企画に努めました。方面別では、ヨーロッパ､ ハワ

イおよびスマトラ沖地震（津波）の影響を受けたタイ、

マレーシアを除くアジアが好調に推移しました。団体旅

行につきましては、創立50周年企画として、｢まつりイ

ンハワイ｣、イタリア・アッシジでの「東儀秀樹ライト

アップ・コンサート」等のイベント関連旅行および韓国

映画のロケ地見学ツアーをはじめとするエンターテイメ

ント関連旅行の取扱い等により順調に推移しました。 

 これらの結果、部門全体の営業収益（単純合算）は次

のとおりとなりました。 
 
 営 業 収 益 前年同期比 

国 内 旅 行 22,179
百万円
12.9％減 （0.4％減)

海 外 旅 行 14,548 1.3％減 （7.3％増)

そ の 他 871 9.0％増（18.1％増)

合 計 37,599 8.3％減 （2.8％増)
 
(注) 前年同期比の( )内は、平成16年１月から４月までのク
ラブツーリズム事業部門の実績を差し引いた数値との比
較であります。 
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(2) 損害保険業部門 

 損害保険業につきましては、クラブツーリズム事業部門

の営業譲渡による取扱保険料の減少により前年同期を下ま

わりました。 

 この結果、部門全体の営業収益（単純合算）は次のとお

りとなりました。 
 
 営 業 収 益 前年同期比 

損 害 保 険 740
百万円
36.3％減 

合 計 740 36.3％減 

 

(3) その他事業部門 

 ホテル業につきましては、少子化による学生団体人員の

減少を一般宿泊客の拡大で補う施策を実施しました。一方､ 

人材派遣業につきましては、グループ内の需要が中心です

が、グループ外への派遣が３割を超えるまでに伸長してま

いりました。 

 これらの結果、部門全体の営業収益（単純合算）は次の

とおりとなりました。 
 
 営 業 収 益 前年同期比 

ホ テ ル 325
百万円
76.3％減（16.4％減)

タ ク シ ー 309 0.2％減 

人 材 派 遣 852 13.5％減 

物 品 販 売 802 8.7％減 

情報処理サービス 371 17.8％減 

旅行関連サービス 1,012 32.5％減 

合 計 3,673 33.2％減 
 
(注) ホテル業の前年同期比の( )内は、平成16年度に譲渡を
行った株式会社ホテルサンフラワー札幌、株式会社ホテ
ルポポロ東京およびSAIPAN HOTEL CORPORATIONの実績を
差し引いた数値との比較であります。 

 
(下半期の見通し) 

 下半期の旅行業界は、原油価格の上昇や、テロ事件などの

政情不安が海外旅行に与える影響が懸念され、緩やかながら

回復傾向にある国内景気の動きに連動して需要の拡大が期待

できるものの予断を許さない状況と思われます。 

 このような企業環境のなか当社は、プラットフォーム戦略

を積極的に推進し、業容と販売の拡大を図ってまいります｡ 

国内旅行では、好評を博している愛知万博の販売に引き続き

取り組むほか、重点販売宿泊機関を定め集中販売に努めてま

いります。ホリデイ「熟年海外特選旅行」においては、｢安

全カルテ」の無料配付等により「安心・快適・充実」をキー

ワードにした旅を提供してまいります。また、ECCを中心と
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するプロデュース業の一環として、米国での「アーリークリ

スマスパーティー」と銘打ったディズニーランド貸切イベン

トや知的障害者の参加によるアートフェスティバル「ハーモ

ニックコンサート」の開催、｢まつりイン台湾｣、そして沖縄

の民俗芸能を一同に集結させる「RYUKYU民族の祭典」等の自

主イベントに取り組むほか、国際チャーター便を使用した企

画を引き続き設定してまいります。さらに、Ｅビジネス分野

の旅行販売におきましては、｢楽宿」や「カシャ旅予約」の

一層の展開を図ってまいります。 

 また、顧客情報と予約記録を連動させる電子カルテや多様

なオプショナルツアーに対応する新ホリデイシステムの導入

など、CRMの推進や業務を効率化するためのシステム投資を

進めてまいります。 

 当社グループといたしましては、各社の事業の見直しをは

じめ、ミッションを明確にし、グループ価値の最大化を図っ

てまいります。部門別では、損害保険業部門においてはリス

クヘッジを最優先課題とし、再保険マーケットの動向に注意

を払いながら安定経営を進めてまいります。また、その他事

業部門のホテル業においては安心、安全を第一義とし、当社

グループの組織力を生かした営業力の強化により経営を推し

進めてまいります。 

 

 株主の皆さまにおかれましては、今後とも何卒倍旧のご支

援を賜りますようお願い申しあげます。 
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連結貸借対照表（平成17年６月30日現在） 
 
 

資 産 の 部 

科    目 金   額 

 百万円

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金

預 け 金

受取手形および営業未収金

未 収 手 数 料

未 渡 ク ー ポ ン

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

団 体 前 払 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

土 地

そ の 他

無形固定資産 

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
 

88,388 

32,978 

10,000 

20,182 

7,934 

2,373 

1,199 

232 

1,572 

10,394 

435 

99 

1,078 

△   92 

41,459 

8,986 

3,365 

4,667 

954 

3,741 

2,084 

1,656 

28,731 

16,904 

1,291 

6,940 

476 

4,206 

△ 1,088 
 

 

資 産 合 計 129,848  
 
(注) 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 9,136百万円
3. 担保に供している資産 預金 532百万円
 投資有価証券 2,786百万円
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負債、少数株主持分および資本の部 

科    目 金   額 

 百万円

流 動 負 債 

短 期 借 入 金

営 業 未 払 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

未 精 算 旅 行 券

団 体 前 受 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

99,817 

1,055 

11,058 

4,146 

353 

26,537 

39,703 

13,316 

308 

3,337 

12,675 

610 

7,426 

2,284 

2,353 

 

負 債 合 計 112,492  

少 数 株 主 持 分 773  

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

株式等評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

7,579 

3,456 

1,630 

5,765 

268 

△ 2,117 

 

資 本 合 計 16,582  

負債、少数株主持分および資本合計 129,848  
 
4. 偶発債務 
 当社および子法人等のPACIFIC DEVELOPMENT INC.(以下、PDI
社)は、平成16年12月のSAIPAN HOTEL CORPORATION株式の譲渡に
伴い同社の現地少数株主より忠実義務違反等による損害賠償請求
等訴訟を北マリアナ諸島連邦の上級裁判所に提訴され現在係争中
であります。平成17年６月30日時点において、訴状に対する認否､ 
反論の答弁書の提出等の手続が完了し、文書提出の手続が続行し
ております。今後、証言、審理となり判決が下りる予定となって
おります。なお、訴状において損害賠償請求金額は明示されてお
りません。 
 判決を得る場合には数年を要する見込みですが、当社および
PDI社は、原告の主張に対して積極的に反論していきます。現段
階で当社は、当社および連結子法人等からなる企業集団の財産お
よび損益に重大な影響を与える見込みはないと考えております。 
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連結損益計算書 (平成17年１月１日から平成17年６月30日まで） 
 

科    目 金 額 

経常損益の部 
百万円

(営業損益の部）  

営 業 収 益 37,389 

営 業 費 用 38,732 

営 業 損 失 1,343 

(営業外損益の部）  

営 業 外 収 益 320 

営 業 外 費 用 89 

経 常 損 失 1,112 

特別損益の部  

特 別 利 益 17 

特 別 損 失 54 

税金等調整前中間純損失 1,149 

法人税、住民税および事業税 333 

法 人 税 等 調 整 額 277 

少 数 株 主 損 失 143 

中 間 純 損 失 1,616 

 
(注) 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しており
ます。 
2. １株当たり中間純損失 19円25銭
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(連結の範囲に関する事項) 
1. 連結子法人等の数   33社 
(国内) 株式会社ケイアイイーワールド 

株式会社ツーリストサービス 
株式会社ホリデイツアーズミクロネシア 
株式会社ユナイテッドツアーズ 
ツーリストインターナショナルアシスタンスサービス株式会社 
株式会社ケイアイイーチャイナ 
相鉄観光株式会社 
その他 12社 

(海外) KINTETSU INTERNATIONAL EXPRESS(U.S.A.),INC. 
KINTETSU INTERNATIONAL EXPRESS(EUROPE)B.V. 
PACIFIC DEVELOPMENT INC. 
GRIFFIN INSURANCE CO.,LTD. 
H&M INSURANCE HAWAII,INC. 
その他 ９社 

株式会社ホテルサンフラワー札幌は清算結了により、子法
人等に該当しなくなりました。 
2. 非連結子法人等の数   ２社 
(国内) 株式会社大阪簡保旅行友の会 

株式会社関東簡保旅行会 
いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当中間損
益および利益剰余金等は、中間連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。 
 
(持分法の適用に関する事項) 
1. 持分法適用非連結子法人等の数   ２社 
(国内) 株式会社大阪簡保旅行友の会 

株式会社関東簡保旅行会 
2. 持分法適用関連会社の数   ５社 
(国内) 沖縄観光開発株式会社 

その他 ３社 
(海外) TK PACIFIC,INC. 

3. 持分法を適用していない非連結子法人等および関連会社の数 
                          １社 
株式会社ツーリスト京葉は、休眠会社であり重要性が乏し
いため、持分法の適用範囲から除外しております。 
 
(連結子法人等の事業年度に関する事項) 
連結子法人等のうち、株式会社ツーリストサービスの中間決
算日は６月30日、相鉄観光株式会社の中間決算日は９月30日、
その他の連結子法人等の中間決算日は３月31日であります。
中間連結計算書類作成にあたっては、相鉄観光株式会社以外
の連結子法人等については、同日現在の計算書類を使用し､ 
中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結
上必要な調整を行っております。相鉄観光株式会社について
は､ 中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類
を使用しております。 
 
(中間連結計算書類作成に関する重要な会計方針) 
1. 重要な資産の評価基準および評価方法 
 (1) 有価証券 
その他有価証券 

   時価のあるもの……中間期末日の市場価格等に基づく時
価法により評価しております。 
なお、評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は、総平均法
により算定しております。 

   時価のないもの……総平均法による原価法により評価し
ております。 

 (2) たな卸資産 
先入先出法による原価法により評価しております。 
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2. 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
主として当社および国内連結子法人等は、定率法を採用
しております。なお、耐用年数および残存価額について
は､ 主として法人税法に規定する方法と同一の基準によ
っております。ただし、平成10年４月１日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）については、定額法を採用し
ております。また､ 在外連結子法人等は、主に定額法を
採用しております。 

 (2) 無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、耐用年数については､ 
主として法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。ただし、自社利用のソフトウエアについては、
各社における利用可能期間に基づく定額法を採用してお
ります。 

3. 重要な引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒
実績率法、貸倒懸念債権および破産更生債権等は財務内
容評価法によっております。 

 (2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額
のうち当中間連結会計期間に対応する見積額を計上して
おります。 

 (3) 退職給付引当金 
主に従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末において発生していると認められ
る額を計上しております。なお、連結子法人等について
は、主として簡便法を適用しております。 
会計基準変更時差異については、当社および株式会社ツ
ーリストサービスは15年による按分額で費用処理し、そ
の他の子法人等は主として一括費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各連結会計期間の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
(５～10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計期
間より費用処理しております。 
過去勤務債務については、発生年度の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額を発生
の翌連結会計期間より費用処理しております。 

4. 連結子法人等の資産および負債の評価に関する事項 
全面時価評価法を採用しております。 
5. 連結調整勘定の償却に関する事項 
発生年度からその効果の発現する期間の見積りが可能なも
のについてはその見積り年数で、その他のものについては
５年間の均等償却を行っております。ただし、当該金額が
重要性に乏しい場合には発生日を含む連結会計期間におい
て一括償却しております。 
6. 消費税等の会計処理の方法 
主として税抜方式によっております。 
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(追加情報) 
｢地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９号) 

が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以後に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間連結会計期間から「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い｣ 

(平成16年２月13日企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割については､ 

営業費用に計上しております。 

この結果、営業費用が86百万円増加し、営業損失、経常損失

および税金等調整前中間純損失が86百万円増加しております。 
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貸借対照表（平成17年６月30日現在） 
 
 

資 産 の 部 

科    目 金   額 

 百万円

流 動 資 産 
現 金 ・ 預 金
預 け 金
受 取 手 形
未 収 手 数 料
未 渡 ク ー ポ ン
営 業 未 収 金
短 期 貸 付 金
有 価 証 券
貯 蔵 品
前 払 費 用
団 体 前 払 金
為 替 予 約
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物
器 具 備 品
土 地
無形固定資産 
電 話 加 入 権
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
敷 金 ・ 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金

 

81,545 
25,582 
10,000 
18 
7,577 
1,898 
19,006 
3,798 
1,199 
46 
700 
9,857 
662 
268 
1,002 
△   75 
29,929 
6,810 
2,006 
508 
4,295 
3,491 
2 
47 
1,933 
1,507 
19,627 
9,278 
2,218 
3,633 
4,450 
224 
3,471 
△ 1,109 
△ 2,541 

 

 

資 産 合 計 111,474  
 
(注) 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 4,752百万円
3. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用し
ている重要な固定資産として、ＯＡ機器、その他の事務用機器お
よびソフトウエアがあります。 
4. 子会社に対する債権債務 

 短期金銭債権 1,313百万円
 長期金銭債権 1,826百万円
 短期金銭債務 2,399百万円
 長期金銭債務 0百万円
5. 保証債務  246百万円
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負 債 お よ び 資 本 の 部 

科    目 金   額 

 百万円

流 動 負 債 

短 期 借 入 金

営 業 未 払 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

預 り 金

未 精 算 旅 行 券

団 体 前 受 金

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

90,566 

1,501 

7,863 

3,812 

171 

43 

24,430 

39,415 

12,633 

662 

33 

8,344 

6 

6,111 

2,225 

 

負 債 合 計 98,911  

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 減 少 差 益

利 益 剰 余 金 

中 間 未 処 理 損 失

株式等評価差額金 

自 己 株 式 

7,579 

3,342 

1,894 

1,447 

1,447 

△  661 

661 

2,352 

△   49 

 

資 本 合 計 12,563  

負 債 お よ び 資 本 合 計 111,474  
 
6. 偶発債務 
 当社および子法人等のPACIFIC DEVELOPMENT INC.(以下、PDI
社)は、平成16年12月のSAIPAN HOTEL CORPORATION株式の譲渡に
伴い同社の現地少数株主より忠実義務違反等による損害賠償請求
等訴訟を北マリアナ諸島連邦の上級裁判所に提訴され現在係争中
であります。平成17年６月30日時点において、訴状に対する認否､ 
反論の答弁書の提出等の手続が完了し、文書提出の手続が続行し
ております。今後、証言、審理となり判決が下りる予定となって
おります。なお、訴状において損害賠償請求金額は明示されてお
りません。 
 判決を得る場合には数年を要する見込みですが、当社および
PDI社は、原告の主張に対して積極的に反論していきます。現段
階で当社は、当社の財産および損益に重大な影響を与える見込み
はないと考えております。 
7．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 2,352百万円
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損益計算書 (平成17年１月１日から平成17年６月30日まで） 
 

科    目 金 額 

経常損益の部 百万円 百万円

(営業損益の部）   
営 業 収 益   
国 内 旅 行 収 益 20,048  
海 外 旅 行 収 益 9,929  
営 業 雑 収 765 30,744 
営 業 費 用   
販 売 費 26,272  
一 般 管 理 費 6,356 32,628 
営 業 損 失  1,883 
(営業外損益の部）   
営 業 外 収 益   
受取利息・配当金 294  
雑 収 入 52 347 
営 業 外 費 用   
支 払 利 息 56  
雑 損 失 18 74 
経 常 損 失  1,611 
特別損益の部   
特 別 利 益   
固定資産売却益 2  
その他特別利益 13 15 
特 別 損 失   
投資損失引当金繰入額 444  
その他特別損失 8 453 

税 引 前 中 間 純 損 失  2,049 
法人税、住民税および事業税  80 
法 人 税 等 調 整 額  262 
中 間 純 損 失  2,392 
前 期 繰 越 利 益  1,730 
中 間 未 処 理 損 失  661 
 
(注) 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しており
ます。 
2. 子会社との取引高 営業収益 919百万円

 営業費用 1,990百万円
 営業取引以外の取引高 120百万円
3. １株当たり中間純損失 25円91銭
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(重要な会計方針) 
1. 有価証券の評価基準および評価方法 
 (1) 子会社および関連会社株式 
総平均法による原価法により評価しております。 

 (2) その他有価証券 
   時価のあるもの……中間期末日の市場価格等に基づく時

価法により評価しております。 
なお、評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は、総平均法
により算定しております。 

   時価のないもの……総平均法による原価法により評価し
ております。 

2. 貯蔵品の評価基準および評価方法 
先入先出法による原価法により評価しております。 
3. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
定率法を採用しております。なお、耐用年数および残存
価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採
用しております。 

 (2) 無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、耐用年数については､ 
法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

4. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒
実績率法、貸倒懸念債権および破産更生債権等は財務内
容評価法によっております。 

 (2) 投資損失引当金 
関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財政
状態等を勘案して計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 
主に従業員の退職給付に備えるため、当期末における退
職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間期
末において発生していると認められる額を計上しており
ます。 
会計基準変更時差異については、15年による按分額を費
用処理しております。 
数理計算上の差異および過去勤務債務については、各期
の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より
費用処理しております。 

5. 消費税等の会計処理の方法 
税抜方式によっております。 
 
(追加情報) 
｢地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９号) 
が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以後に開
始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴
い、当中間期から「法人事業税における外形標準課税部分の
損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」(平成16年２
月13日企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法
人事業税の付加価値割および資本割については、一般管理費
に計上しております。 
この結果、一般管理費が86百万円増加し、営業損失、経常損
失および税引前中間純損失が86百万円増加しております。 
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会社概要（平成17年６月30日現在） 
 
■商 号 近畿日本ツーリスト株式会社 
■設 立 昭和22年５月 
■創 立 昭和30年９月 
■本 社

 
東京都千代田区神田松永町19番の２
電話番号 (03)3255-7115 

■資 本 金 7,579,374,270円 
■発行済株式総数 92,501,883株 

  
インターネットホームページ 「Tourist Village」 
 http://www.knt.co.jp/ 
  貸借対照表および損益計算書掲載のホームページ 
   http://www.knt.co.jp/kouhou/koukoku.htm 
 
 

株主のしおり 
 
■１ 単 元 の 株 式 の 数 1,000株 
■決 算 期 12月31日 
■基 準 日  
定 時 株 主 総 会 関 係 12月31日 
利益配当金支払株主確定関係 12月31日 
中間配当金支払株主確定関係 ６月30日 
そ の 他 あらかじめ公告する日 

■定 時 株 主 総 会 ３月中 
■名 義 書 換 代 理 人 大阪市中央区北浜二丁目４

番６号 
株式会社だいこう証券ビジネス

■同 事 務 取 扱 場 所 東京都中央区日本橋兜町14
番９号 
株式会社だいこう証券ビジネス
東京支社 

(郵便物送付先) 〒541-8583 
大阪市中央区北浜二丁目４
番６号 
株式会社だいこう証券ビジネス
証券代行事務センター 

(各種お問合せ) 電話番号 (0120)255-100
※株式関係のお手続用紙の
ご請求は、つぎの電話番
号およびインターネット
で24時間承っております｡
手続用紙ご請求電話番号 
 (0120)351-465 
ホームページ 
 http://www.daiko-sb.co.jp/

■同 取 次 所 株式会社だいこう証券ビジネス
本社および各支社 

■公 告 掲 載 紙 日本経済新聞 
■上 場 証 券 取 引 所 東京・大阪 



〆≠●0 
01_0167001631709.doc 
近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ㈱様 中間報告 2005/09/01 18:50印刷 18/18 
 

< 18 > 

 

 

  

実績と信頼の 

国内パッケージツアー 

｢メイト」 

 

  

多彩なプランと快適な 

海外パッケージツアー 

｢ホリデイ」 

 

  

自分らしさを大切にする

世代に向けて“遊びゴコロ

と本物感”を提案する旅

｢WiLL TOUR」 

 

 

 

 
＜表紙写真＞ 
 
 燦々たる太陽に向かってたくましく咲く
ヒマワリ。当社のシンボルマークは、その
ヒマワリをデザインしたものです。 
 

 
 

 
 

 




